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避難行動要支援者の避難行動支援に関する制度的な流れ

令和元年台風19号等の近年の災害においても、多くの高齢者や障害者等の方々
が被害に遭われている状況を踏まえ、 災害時の避難支援等を実効性のあるものと
するためには個別避難計画の作成が有効とされたことから、令和３年の災害対策基
本法の改正により、 避難行動要支援者について、個別避難計画を作成することが市
町村の努力義務とされました。

１ 避難行動要支援者名簿の作成の義務化（平成25年）

東日本大震災の教訓として、障害者、高齢者、外国人、妊産婦等の方々について、情
報提供、避難、避難生活等様々な場面で対応が不十分な場面があったことを受け、
こうした方々に係る名簿の整備・活用を促進することが必要とされたことから、平成
25年の災害対策基本法（昭和36年法律第223号）の改正により、 災害時に自ら避
難することが困難な高齢者や障害者等の避難行動要支援者について、避難行動要支
援者名簿を作成することが市町村の義務とされました。

２ 個別避難計画の作成の努力義務化（令和３年）

避難行動要支援者の避難行動支援に関すること : 防災情報のページ - 内閣府

災害対策基本法 | e-Gov 法令検索



避難行動要支援者の避難支援

避難行動要支援者

高齢者や障害者などの災害発生時などにおいて、自ら避難することが困難で避難に支援を要
する方をいいます。

・この名簿は、災害時に自力で避難することが困難な高齢者や障害者などの情報を収集し、迅速
かつ安全な避難支援を行うために必要です。具体的には、市町は以下のような義務を負ってい
ます
１ 避難行動要支援者名簿の作成：市町村は、避難行動要支援者の情報を収集し、名簿を作成

する義務があります。
２ 個人情報の利用：名簿作成に必要な個人情報を利用することが認められています。
３ 情報提供：避難支援関係者（消防機関、警察、民生委員など）に対して、必要な情報を提供

することが義務付けられています。

避難行動要支援者名簿

避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（内閣府） hinansien-honbun.pdf

１．避難行動要支援者(災害時要援護者)への対応-防災危機管理eカレッジ



避難行動要支援者の避難支援

個別避難計画

• 個別避難計画とは、高齢者や障害者等の避難行動要支援者一人ひとりの状況に合わせて、災
害時に「誰が支援して」、「どこに避難するか」、「避難するときにどのような配慮が必要になる
か」などを記載した個別の避難行動計画のことです。

• 災害対策基本法において、「避難行動要支援者ごとに当該避難行動要支援者について避難支
援等を実施するための計画」と定義されています。

• 具体的には、以下のような内容が含まれます

１ 避難支援者の情報：避難を支援する人の氏名や連絡先。

２ 避難先と避難経路：避難場所や避難経路の詳細。

３ 必要な配慮：避難時に必要な特別な配慮や支援内容。

• 作成は市町が主体となって進められますが、実効性のある計画を作成するためには、日頃か
らご本人やご家族と信頼関係を築けている福祉専門職の方々や自主防災組織や町内会など
地域のことをよく知っている方々の協力が必要です。

高齢者・障害者等の個別避難計画に関する 防災と福祉の連携について（内閣府）PowerPoint プレゼンテーション



個別避難計画の作成について｜日野市公式ホームページ

個別避難計画の例



内閣府資料



個別避難計画作成状況
令和６年４月１日現在

20％以下
20%未満
40%以上

40%未満
60%以上

60%未満
80%以上

80％未満
100％以下

未作成市町数

６６５２６０
25栃木県

24.0％24.0％20.0％8.0％２４.0％0％

８８３２４０１２８９０２４０１４１
1,722全国

51.3％13.9％7.4％5.2％13.9％8.2％

【栃木県の状況】
・25市町全てが個別避難計画を作成
・作成率
⇒「８０％未満100％以下」「20％未満40％以上」「20％以下」が６市町（24.0％）

R6.6.28 内閣府報道資料一部抜粋

（作成率：各市町の個別避難計画の作成済数／各市町の避難行動要支援者の数）



個別避難計画作成へのケアマネージャーなどの福祉専門職の参画状況（全国）
令和６年４月１日現在

37.3%

43.8%

18.8%

参画している

検討中

未検討

R6.6.28 内閣府報道資料



個別避難計画作成へのケアマネージャーなどの福祉専門職の参画状況
令和６年４月１日現在

未検討参画を検討中参画を実施中市町数

７１４４
25栃木県

28.0％56.0％16.0％

324755643
1,722全国

18.8％43.8％37.3％

R6.6.28 内閣府報道資料一部抜粋



福祉専門職との連携による効果

・当事者の日頃の心身の状況や家族の様子をよく把握している。

・当事者や家族の視点に立って、必要な支援を説明できる。

・福祉に関する専門的な視点から避難支援に関するアドバイスができる。

・日頃から当事者や家族とつながりがある福祉専門職の話しは受け入
れやすい。

・当事者の避難方法等を把握しておくことで、発災後の円滑なサービス
利用につなげることができる。

・地域とのつながりが薄く、近隣住民が把握できていない人への支援を
考えるきっかけとなる。

福祉専門職との連携

平時から要支援者とつながり、心身の状態をよく把握していて、信頼関係を築いてい
る福祉専門職等（介護支援専門員や相談支援専門員など）と連携することで、より
個々のニーズに合わせた支援が可能となることが期待されます。

福祉専門職向け個別避難計画作成の手引きver.1.0 瀬戸内市（令和６年10月作成）121682.pdf


